
無 線 局 免 許 手 続 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

（ 無 線 局 免 許 手 続 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 無 線 局 免 許 手 続 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応

し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 す る 。

改 正 後 改 正 前

別表第二号第３ 船舶局（特定船舶局を除く。以下この別表において同じ。）及び船舶地球局（電

気通信業務を行うことを目的とするものに限る。以下この別表において同じ。）の

無線局事項書の様式（第４条、第12条関係）（総務大臣又は総合通信局長がこの様

式に代わるものとして認めた場合は、それによることができる。）

別表第二号第３ ［同左］

宇宙無線通信を行う実験試験局であつて、船舶に開設するものについては、本様式のとおりと

する。この場合において、本様式中「人工衛星局」とあるのは「人工衛星に開設する実験試験局」

と、「船舶地球局」とあるのは「宇宙無線通信を行う実験試験局であつて船舶に開設するもの」と、

「海岸地球局」とあるのは「宇宙無線通信を行う実験試験局であつて宇宙物体、船舶及び航空機

に開設するもの以外のもの」と読み替える。

宇宙無線通信を行う実験試験局であつて、船舶に開設するものについては、本様式のとおりと

する。この場合において、本様式中「人工衛星局」とあるのは「人工衛星に開設する実験試験局」

と、「船舶地球局」とあるのは「宇宙無線通信を行う実験試験局であつて船舶に開設するもの」と、

「海岸地球局」とあるのは「宇宙無線通信を行う実験試験局であつて宇宙物体、船舶及び航空機

に開設するもの以外のもの」と読み替える。

［１枚目・２枚目 略］ ［１枚目・２枚目 同左］
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